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1． はじめに 

安全で安心できる環境の構築は，ビルや工場の生産性の

向上や，電気設備（生産設備含む．）の障害の防止，ヒュー

マンエラーに起因する災害の防止などに必要不可欠といえ

る．一般に日本では，水と安全はタダと思われている節が

ある．したがって，安全水準を向上させるための設備投資

は，直接利益には結び付かないため，二の次になることが

多いのが現状といえる．このように安全水準を向上させる

ことを二の次にしていると，電気設備の誤印加・誤始動，

誤停止などの障害や，感電などの災害が発生したときに安

全を最優先することの大切さを再認識することになる．特

に後者は，その災害が発生したときには作業者が既に死亡

している可能性が極めて高い．この種の障害や災害の発生

を防止するには，安全で安心できる環境を早急に構築する

ことが求められる． 
安全で安心できる環境の構築には，電気設備で使用する

電力の安定供給に必要な電源供給設備の確保と，その電源

設備の安定した運用に必要となる維持・管理，ヒューマン

エラーに起因する障害や災害の防止，電気設備の異常動作

の早期検出および電気設備の早期復旧が求められる．その

環境を構築するには，電気設備が原因で発生する障害や災

害を防止するために，電源などの電気設備のライフサイク

ル（図 1.1 参照）の設計，製造，試験・設置，運用・保守，

廃棄における各段階で障害や災害を防止するための対策を

講じることが求められる．電気設備が原因で起こる障害や

災害は，その防止を目的として電気設備が設計されていれ

ば，ほとんどの障害や災害を防止できるといえる．しかし

ながら，電気設備は経済性（低コスト化，コンパクト化）

に主眼を置いて設計されていることが多い．国内で製造さ

れた国内メーカーの電気設備よりも，海外メーカーが製造

した電気設備の方が経済性に主眼を置いていることが多い

ように見受けられる．電気設備の設計者は，障害や災害を

防止することを目的とした安全設計を最優先し，想定され

る障害や災害を知っておくことが必要になる． 
 

 

図 1.1 電気設備のライフサイクルの概略 

 

しかしながら，安全で安心できる環境を構築し，その環

境を維持することは容易なことではない．その理由として，

例えば以下の電気設備に関連する障害や災害の原因が挙げ

られる． 
1)  障害や災害の未然防止策を実施しない． 
2)  使用者が誤った使い方をする． 
3)  安全装置を故意に切断（無効化）して使用する． 
4)  定期点検などを実施せずに使用を継続する． 
5)  接地設備や漏電遮断器などを使用しない． 
6)  電気設備に異常があるにも拘わらず放置する． 
7)  電気設備に異常が発生したときにその危険性を把握

するシステムがない． 
8)  各種法令を遵守せず，安全管理を実施しない． 
9)  適切な障害や災害の防止機器を使用しない． 
以上のように，ビルや工場で使用する電気設備が原因で発

生する障害や災害を防止するには，その電気設備を維持・

管理するだけでなく，電気設備のライフサイクルの各段階

（設計，製造，試験・設置，運用・保守，廃棄）において

防止対策を講じることが必要になる．したがって，安全で

安心できる環境の構築には，電気設備のライフサイクルの

各段階で発生する可能性のある障害や災害を防止するため

の方策を講じることが求められる．電気設備のライフサイ

クルにおける障害や災害は，電気設備の設計から廃棄に至

るまで広範囲にわたるため，全ての障害や災害を防止する

ことは困難になる．現実的な防止対策としては，電気設備

が原因で障害や災害が発生したときに，その影響を最小限

に抑えるための方策を講じることが現実的な対策と思われ

る．その方策を検討するには，電気設備が原因で発生する

障害や災害の原因やその状況を知り，必要な防止対策を講

じるための基礎を学ぶことが大切になる． 
安全で安心できる環境を構築・維持するには，企業の利

益には直接結び付きにくい安全に対する投資を拡大させ，

安心できる環境を得ることが必要と思われる．安全に対す

る投資とは，本技術報告では電気設備の安全水準の向上に

関して，例えば次のような内容が考えられる． 
A)  作業者（電気設備の設計者だけでなく，関連作業に

従事する作業者も含む．）が電気設備のライフサイクル

において起こりうる障害や災害を学び，作業者自らの

考えで防止対策を立案し実行できるようになるための

安全教育の充実． 
B)  障害や災害の事例を一般に広く周知させるための情

報の共有化． 
C)  障害や災害を防止するために必要な対策技術の研究

や開発の推進． 
D)  障害や災害が発生したときにその規模を最小化する

ための緊急時の対応方法の確立など． 
 本技術報告は，ビルや工場の電気設備が原因で起こる可

能性がある障害や災害の基礎と防止対策の一例などをまと

めており，今後の安全技術の向上に寄与できると思われる． 
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